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社会主義の消費財流通問題

についての覚書

加藤義忠

I はじめに

資本主義社会とは異質の社会構成体である社会主義社会やそのもとでの人

々の生活ぶりを自分自身の目でじかにたしかめたいというのが，私がマルク

ス経済学の勉強をはじめてからの長年の夢であった。この夢を現実化するた

めの絶好のチャンスがおとずれた。私に昭和60年度の在外研究員の機会があ

たえられたからである。

私はモスクワを皮切りに25日間をついやして，ワルシャワ，ブカレスト，
(1) 

ソフィア，ベオグラード，ブタ・ペスト，東ベルリンをみてまわった。各国

の首都しか視察できなかったうえに，垣間みた程度でしかなかったので，視

察にあたいするなどとはとてもいえたしろものではないが，それでも首都は

なんといってもその国の顔であり，各国の個性がそれなりにあらわれでてい

るので，各国のお国柄を感性的にかぎわけることができる。感性的認識から

さらに理解をふかめるためには， この程度の旅程では十分とはいえないこと

はじゅうじゅう承知しているけれども， この体験が物の見方や考え方の幅を

広げるのに役立ったのにくわえて，私の専攻分野にかかわっていえば，それ

(1) 当初の計画では，チェコスロバキアのプラハにも 2, 3日たちよるつもりだ

ったが，アイス・ホッケーの国際試合とかさなりホテルが予約できず，断念の

やむなきにいたった。



社会主義の消費財流通問題についての覚書 (311) 177 

までなかなか研究の射程にはいってこなかった社会主義の商業機構や流通問

題をかんがえるきっかけをあたえることになったのはたしかなことといって

よい。

さて，今日の社会主義の消費財流通部門では，一方でのいわゆる行列と他

方でのその対極としての滞貨が一般に定常化している。このような事態は，

意識的・計画的な経済運営を原則とする社会主義社会では本来生じうるはず

のないものであるといってよい。にもかかわらず，実際においては，このよ

うな問題が広範に生じているのは否定しえない事実だから，そこにはなんら

かの原因が内在しているはずである。

私は以下において，この原因をえぐりだすとともに，その問題を克服する

ための若千の方策を私なりにしめそうとおもう。なお，その場合，現代社会

主義の中軸に位置するソ連の消費財流通問題の事例を中心的にとりあげなが

ら考察する。

本稿は，上記のようにソ連や東欧社会主義諸国の視察旅行に触発されて企

図されたものであるので，経験にもとづく感性的な印象はまだあざやかにの

こっているのはたしかだけれども，それを理論的に分析しふかめる作業が，

留学づかれやいわゆる逆カルチャー・ショックなどになやまされたために遅

々としてすすまず，記念特集号であるのに覚書というスケッチ風のものしか

ここに用意できなかった。この点をおゆるしねがいたい。

n 社会主義の消費財商業機構の特質とその役割

社会主義社会においても，社会的分業が存在し，かつ全人民的所有と集団

的所有と個人的所有に所有がわかれているので，個人的な消費財の大部分は

商品として産出され，そして商品流通部門に流入し，そこで貨幣と交換され

なければならないが，この消費財流通部門において媒介機能をはたす卸売商

業や小売商業あるいはそれらの有機的な連結体としての消費財商業機構は下

記のような特質を有し，それにもとづいて固有の機能を遂行している。

社会主義商業には，国営商業と協同組合商業とコルホーズ商業の 3つの形



178 (312) 社会主義の消費財流通問題についての覚書

(2) 

態があるといってよいが， これらの商業企業は資材のすべてが社会主義的所

有であるので，資本主義的な商業企業とは本質的にことなり，資本家のいな

い商業企業という一般的特質をもっている。

消費財商業も資本の利益のためではなくて，

のみ存在しているということができる。

したがって， ここで問題とする

国民の生活やその向上のために

如上のような本質をもつ社会主義の消費財商業機構の基本的な役割は，っ
(3) 

ぎのようにまとめることができる。すなわち，社会主義の消費財商業機構は

生産と消費を意識的・計画的に媒介するシステムであるといってよいが， i

J

 

のシステムはただたんに消費財流通を媒介するだけではなく， それを流通費

用節約的あるいは効率的におこなう。社会主義の消費財商業機構も基本的に

は消費財の生産の大きさとその構造によって規定されているけれども，逆に

生産にも反作用をおよぼし，商品の品質を高めたり， 品目をふやしたりする

ことをもとめ，生産を量的質的に発展せしめる。このことは，国民の諸欲求

がこの商業機構を媒介項として生産部面に反映されることを意味するが，他

方このために， この商業機構は消費部門にたいしてもはたらきかけ，消費者

ニーズの調査・研究などをおこなう。それだけではない。消費者の諸欲求に
(4) 

応じるために，商業機構それ自体としても商品取り揃えに工夫をこらしたり，

また売買施設・設備の改善をおこなったりする。このように，社会主義の消. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
費財商業機構は「社会主義生産と国民の消費とを，計画的にむすびつける環
• • • (5) 

である」（傍点ー一井上氏）ということができる。

(2) より詳しくは，井上幸一「社会主義商業とその理論」森下二次也編『商業経

済論体系』文人書房， 1959年9月， 348~355ページ，井上幸一『社会主義商業

論』千倉書房， 1974年12月， 303~322ページ，西岡俊哲「ソ連における商業政

策および流通問題」『社会主義経済研究』第4号, 1985年4月， 68~75ページ

をみよ。

(3) 社会主義経済における商業機構の全般的な役割については，井上幸一，同上

論文， 342~346ページを参照せよ。

(4)(5) 井上幸一，同上論文， 343ページ。
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皿社会主義の消費財流通問題

(1) 社会主義の消費財流通問題の特徴的事象

すでに記述したように，現下の社会主義の消費財流通部面においては，行

列とその裏面としての滞貨が広く存在しているが， これは高品質の商品ある
(6) 

いはニュー・ファッションの商品あるいは肉類などの購入のために長い行列
(7) 

ができる反面，一般消費者にあまり人気のない商品は売れずに倉庫にうず高

くつまれ，在庫の偏在が生じるという現象のことである。国民に長時間の購

買行動を余儀なくさせるこの行列は，かつて問題となった全般的品不足と併

存するものとはことなり，その基本的な克服のうえに部分的に生じているい

わば相対的品不足に根本的に規定されたものといってよい。
(8) 

この種の事象については，すでに多くの論者の指摘するところである。た

とえば，ソ連では買い物に要する時間は消費者の全生活時間のなんと25彩に

もたっし， しかもその購買に要する時間のなかで行列のために必要な時間が

(6) 基礎的な需要がみたされている状況下では，国民の商品にたいする要求は必

然的に高品質で美的感覚にとんだもの，あるいはファッション性の高いものヘ

とうつっていくのは当然のことといってよい（三谷真「社会主義『マーケティ

ング』の試み」神戸商科大学大学院『星陵台論集』第14巻第1号， 1981年8

月， 147ページをみよ）。

(7) 私もモスクワのクレムリンに隣接して，旧時代そのままの姿でそびえたって

いる巨大な国営百貨店グムのなかやゴーリキ通りに面した商店街のあちこち

で，長い行列に遭遇した。しかも，喫茶店の前にも長い行列ができ，若者たち

が1~2時間もじっとまっている光景には本当におどろかされた。喫茶店の数

が極端に少ないからなのだろう。

(8) 飯尾要『現代流通システムの構造』新評論， 1975年1月， 227~228ページ，

三谷真「社会主義のもとでの市場問題と商業の調整機能について」，前掲論集，

第12巻第1号,1979年8月， 107~108ページ，陶山計介「ゾ連における消費財

流通システムと商・エ関係」関西大学『商学論集』第27巻第3号， 1982年8

月， 22~23ページ， 29ページ，西岡俊哲，前掲論文， 67ページ。
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(9) 

実際に買うための時間のじつに5~6倍にもなっている。先進資本主義諸国

の消費者からみれば，これは想像をはるかにこえた事態であり， とてもたえ
£10) 

られないことであろっ。

ところで， このような事態は，商品流通の媒介活動という本源的に不生産

的な活動を効率的あるいは売買時間節減的に代行することをとうして国民の

福祉を向上せしめると同時に生産活動をも拡大せしめるという社会主義の消

費財商業機構の本来的役割が十全にはたされていないことをしめすものであ

るといってよいが，もう 1つ忘れてはならない点は， このことは国民の要求

する高品質の商品の入手が容易でないことを意味するので，「労働にたいす
(11) 

る刺激の低下」をひきおこす結果にもなっているということである。

(2) 社会主義の消費財流通問題の原因

一方での行列と他方での滞貨という現象は，つきつめれば需要と供給の不
(12) 

一致ないしは生産と消費の矛盾という問題であるということができよう。計

画経済を原則とする社会主義体制下では無視しうる程度の不一致ないしは一

時的な不一致は生じうるとしても，今日問題視されているような事態は本来

生じるはずのないものである。それにもかかわらず，現実に問題化している

のは事実である。だとすれば，その問題の原因がどこかにひそんでいなけれ

ばならないわけであるが，それは一面では国民経済レベルの計画経済のなか

に消費財商業機構がどのように位置づけられているかという点に，他面では

(9) 西岡俊哲，同上論文， 67ページ。

(10) 私のみたかぎりでは，ソ連や東欧諸国の消費者は長時間を要する行列にあま

り苦痛を感じていないようであった。これは，社会的に最低生活が保障されて

いるので，のんびりと生活できるという体制的な優位性からくるゆとりのせい

かもしれないし，あるいは文句をいってもすぐには改善されるものでもないと

いうあきらめのせいかもしれないし，あるいは両者の合成結果のせいかもしれ

ない。

(11) 陶山計介，前掲論文， 30ページ。

(12) 三谷真「社会主義のもとでの市場問題と商業の調整機能について」108ページ。
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個別企業レベルの流通活動そのものがどのように遂行されているかという点

にかかわっているといってよい。もちろん，いずれの原因も両レベルに関連

するものではあるが， しかし主たる側面はいずれかのレベルに属している。

ともあれ，消費財流通領域においてあらわれている行列や滞貨という流通

問題は現象的には同じようにみえても，その原因はおおむね 5つに類別化で

きよう。なお， このように類別化したからといって， このことはそれぞれの

原因がかさなって現出する場合があることをさまたげるものではない。

第1に，小売店舗の売り場面積が絶対的に不足しているうえに，貧弱なも

のが多い。セルフ・サービス方式等の革新的な販売方式を導入した大型店舗

が部分的に設置されているけれども，けっして十分とはいえず，大半は老朽

化した小規模店舗で， しかも絶対的に不足している現況にある。たとえば，

ソ連での小売店舗の数は1982年に約70万店であり，その平均売り場面積は約

70面で， しかも老朽化して再建ないし改築を必要とするものは全体の75彩に
(13) 

もたっする。それだけではなく，店舗総面積にしめる売り場面積の割合が低
(14) 

いことが，小売店舗の売り場面積の絶対的な不足を促進せしめている。

とまれ， これらのことは消費財商業機構の整備・拡充のために，広義の意

味での資源が十分に配分されなかった結果生じたものであるといってよい

が，事実ソ連においても第2次大戦後の都市人口の急増にたいして，生産部

門の優先的拡充政策や軍事重視などの事情に規定されて，十分に対応できて

(13) 西岡俊哲，前掲論文， 67ページ， 78ページ。なお，私が感じたかぎりでも，と

りわけモスクワは都市の大きさにくらべて小売商業の総売り場面積が極端に小

さいようにおもわれた。ちなみに，ソ連と日本とは体制や地理的条件をことに

するうえに，日本の場合小売商業の売り場面積総計が過剰気味であるので，単

純な比較はつつしまなければならないが，参考までに大づかみにしていえば，

ソ連では日本の約2倍の人々が生活しているにもかかわらず，ソ連の小売商業

の総売り場面積は日本の約半分であり， したがって人口 1人あたりの売り場面

積の大きさは日本の約25%にしかすぎないのである（通商産業大臣官房調査統

計部編『我が国の商業ー1981ー』通産統計協会， 1981年3月， 23~26ページを

みよ）。

(14) 西岡俊哲，同上論文， 78ページ。
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(15) 

いない点が指摘されている。しかも，この国家の対応の不十分性にくわえて，
(16) 

計画の未達成がこの分野でも常態化しているだけに，事態はいっそう深刻で

あるといわなければならない。

第 2に，販売効率がわるいうえに，店員の接客サービスがかならずしもよ
(17) 

くない点をあげることができる。うえで記した店舗の小規模性や貧弱さは販

売の非効率とサービスの低下を結果するとはいちがいにはいえないけれど

も，ソ連においてはかなり相互連関性があるようにおもわれる。商品取り揃

えの仕方や陳列方式や会計の仕方や買い物客のさばき方が旧態依然たる状態
(18) 

で，きわめてよくないのにくわえて，店員の接客態度が不親切であり，供給

者側にたった，いわば物を売ってやるというふうにもみえた。このことは，
(19) 

商業機構へのフォンドや優秀な人材の投入および尚業活動の管理が十分でな

いことに根本的に起因するといってよい。だが，この点は別にしても，消費

財商業機構それ自体の内部で，科学的で革新的な販売技術を導入し普及せし
(20) 

めたり開発したりしようとする意欲がまったくないわけではないが，まだ十

分でないのはたしかである。もっとも，接客サービスを向上させようとすれ

ば，労働者のこの分野への配置がかならずしも十分とはいえない条件下では

労働強化につながるのかもしれないが，店員教育が不足していることはうた

がう余地のないところであろう。

ちなみに，消費財商業機構のサービスのわるさは商品の購買時点だけにあ

らわれている現象ではなく，購買以降にも延長され，いわゆるアフター・サ

(15) 長砂賞・芦田文夫編『ソ連社会主義論』大月書店， 1981年3月， 26~27ペー

ジ，西岡俊哲，同上論文， 82~83ページ。

(16) 西岡俊哲，同上論文， 83ページ。

(17) 三谷真「社会主義のもとでの市場問題と商業の調整機能について」 112ペー

ジ。

(18) 飯尾要，前掲書， 228ページ。

(19) 三谷真「ソ連邦における商品流通部門の労働の効率性の向上問題について」，

前掲論集，第13巻第2号， 1980年12月， 74ページ。

(20) 西岡俊哲，前掲論文， 79~82ページをみよ。
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(21) 

ービスのわるさとしても問題となっている。

(317) 183 

第 3に，サービスのわるさは購買時点やそれ以降のみならず，それ以前で

も同様にみられ，販売にかんする情報の決定的な不足として現出している。

つまり，新製品の発売日や場所，数量などにかんする事前情報がきわめて不
(22) 

足しているのである。

第4に，商品取り揃えの仕方のまずさは小売部門だけの問題ではなく，さ

らにさかのぼれば卸売部門の商品取り揃え機能が十全にはたされていないこ

とにももとづく。たとえば，ソ連では1982年には，商品在庫の約8割が小売

段階に存在していたし，また卸売基地の稼動率は65~70%程度だといわれて

ぷ。) (24) 

第 5に，根底的には商業管理機構の複雑性や硬直性に規定され，消費者の
(25) (26) 

欲求に合致した商品の生産が相対的に不足し，「品種構造の不適応」が存在

している。このことは，消費者のニーズを正確に把握し，それを生産にフィ

ード・バックさせるという消費財商業機構の本来的役割が十分にはたされて

いないことを意味する。たとえば，ソ連では新製品にたいするある程度の意

見聴取がなされたり，また消費者の欲求や需要の分析，予測のための調査が

なされてはいるが，生産段階へのフィード・バック効果は小さいうえにクイ

ム・ラグも大きく，消費段階から生産段階へのフィード・バックを媒介する

(21) 西岡俊哲，同上論文， 83~84ページ。

(22) 西岡俊哲，同上論文， 84ページ。

(23) 西岡俊哲，同上論文， 78ページ。ちなみに，純粋流通ではなくて生産活動の

一種としての保管，運送等のいわゆる物的流通にかんしても未整備な状況下に

あるといってよい（同上論文， 67~68ページ， 78ページ）。たとえば，野菜，

果物，じゃがいもの生産額の4分の 1以上が輸送，保管段階でいたんでしまう

といわれている（陶山計介，前掲論文， 30ページ， なお， 西岡俊哲， 同上論

文， 67~68ページをも参照せよ）。

(24) 西岡俊哲，同上論文， 83ページ。

(25) 陶山計介，前掲論文， 29ページ。

(26) 飯尾要，前掲書， 227ページ。
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(27) 

商業機構の本来的役割が十分にはたされていない状況にある。

以上のように，消費財流通部門に生起している行列と滞貨という問題の原

因として 5つのものを析出することができるが，つぎにこの問題を解決する

方策を私なりに提示し，むすびにかえたい。

IV むすび

一般に流通問題の解決の方策には，消費財流通部門内部だけで独自になし

うるものやさらに生産部門をふくめた再生産過程全体とのかかわりにおいて

連携してでないと不可能なものやより広く政治領域との関連をぬきにしては

できないものがある。期間的には，短期日のうちになしうるものと，そうで

はなくて中・長期を要するものがあり，また金銭的にはあまり費用を必要と

しないものと巨額の投資を要するものがある。現在生じている消費財流通問

題も， このような基準でこまかく区分したうえで，具体的にきめこまかな方

策をたてなければならないのはもちろんのことであるといってよいが，私に

はその十分な準備がないので，以下においてはごく大まかな方策を私なりに

のぺるにとどめざるをえない。

現下の消費財流通問題を解決するための基本的方策は，大きくわけて 3つ

あるとおもわれる。 1つめは，従来のような生産優先や軍事重視の姿勢を根

本的にあらため，流通や消費という国民生活に密着した部門をより重視し，

全体の計画的な経済運営のなかにバランスよく位置づけることである。社会

主義建設の初期のころとはことなり，現下においてはそのために外部より投

入しうるフォンドや人材などの蓄積がある程度なされているようにおもわれ

る。だとすれば，既存小売店舗の改築や革新的な販売方式をとりいれた大規

模小売店舗などの増設や科学的な販売技術および情報処理技術を修得したす

ぐれた人材を配置することによって消費財商業機構を充実するために，より

積極的な姿勢でのとりくみが可能となろう。なお，既述のように今日ソ連で

(27) 西岡俊哲，前掲論文， 84ページ。なお，飯尾要， 同上書， 228ページにおい

ても，同趣旨の指摘がなされている。
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は革新的な販売方式の導入が部分的におこなわれていることは事実といって

よいが， しかしまだ十分なものとはいいがたい。

2つめは，経済のみならず政治や文化をふくめた全般的な領域における反

民主主義的で非合理的ないわゆる官僚主義的な管理運営を根底的にあらた

め，社会主義の理念にもとづいた民主主義的で合理的・効率的な管理運営の

原点にたちかえらなければならない。官僚主義的なやり方が改善されれば，

商業労働者の労働意欲が高揚し，効率が上昇するのにくわえて，計画が迅速に

達成されるようになるのは理の当然であるといってよいが，さらに意思疎通

がスムーズになるので，問題点にすばやく対応できるようにもなろう。その

結果，たとえば消費者のニーズが生産段階に正確かつ迅速にフィード・バッ

クせしめられ，消費者需要に適正に対応した生産計画の作成が可能となるで

あろう。なお， この点についても一定の改善措置が講じられつつあるが，ま
(28) 

だ十分とはいえない。

3つめは，消費財商業機構それ自体の内部において，可能なかぎり改善の

努力を傾注しなければならない。この部門だけでの努力にはもちろん限度が

あり， 前述の 2つの課題の克服に大きく依存することはいなめないけれど

も，固有の範囲内でそれ自体としてつぎのような意欲的な対策が講じられな

ければならない。たとえば，部分的に導入されているセルフ・サービス方式
(29) 

などの前進的な販売方式を一段と普及せしめるのはもちろんのこと，商品取

(28) 陶山計介，前掲論文， 37~38ページ。

(29) セルフ・サービス方式が資本主義下の大規模小売商業企業によって導入され

た場合，この方式によってもたらされる売買費用節減の利益は基本的には大規

模小売商業企業によって取得され，顧客としての一般消費者にはほとんど還元

されず，そのうえ消費者にとっては接客サービスの低下が惹起せしめられる。

ところが，社会主義下の小売商業企業によってこの方式が採用された場合，一般

にその資本主義的制約が克服され，売買費用の節減の利益が国民に還元される

のはもちろんのこと，さらに有用な商品情報の提供などもなされ，接客サービ

スも改善されたものとなる可能性が生じてくるといってよいが，実際にその可

能性が現実化されつつある。このような事情については，つぎのような叙述が

参考になろう。「セルフサービス店の店員は． 技術的作業をおこなう店員とい
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り揃えの方法や購買客の移動のさせ方や会計の方式や在庫管理の仕方などに

かんして，科学的で合理的な技法を積極的に導入したり，すすんで研究開発

するようにつとめなければならない。そのうえ，消費者にたいしても商品販

売にかんする情報を正確かつ迅速に提供しなければならない。このような諸

改革をおこなうさいに，電子的な情報処理技術のよりいっそうの導入・普及
(30) 

が大きな促進条件となるのはいうまでもない。それだけではない。商業労働

者の労働意欲を向上せしめるために，店員教育を改善しなければならないの

はたしかであるが，さらに労働の質や各人の労働の成果を科学的に正確に評

価した賃金体系の確立がのぞまれる。

うえで記したように，私は消費財流通部面で生じている流通問題の基本的

な解決方策を 3つに区分して提示したが，この点にかかわって最後に，市場

機構の導入方式についての論議に一言しておこう。

行列や滞貨という流通問題の解決の 1つの方策として，計画的な経済運営

という基本的な枠組みを保持したうえで，市場機構の機能をある程度利用す

うのではなく，販売の組織者となっている。セルフサービス店の店員は情報的

な機能を果たしているのである。彼らは労働時間の89%を，購買者が商品を選

択するための相談や助言や援助に費やしている。ここに従来の店員とのちがい

がある。………こうした販売過程の進歩的方法は，購買者の最適時間水準や最

適な商業サービスの授与にとっての重要な前提をつくり出している。それらは

商業における科学的な組織化の主要な方向のひとつとしてあらわれてきてい

る。商業サービスの組織化のすべての面を改善するような販売過程の進歩的な

方法は，商業における労働支出および物的支出の効率性水準に積極的な効果を

与えている。セルフサービス店の労働の生産性は，従来の方法をとっている店

舗よりも20-30%高くなっている。七ルフサービスの正しい組織化は，住民の

ための好条件をつくり出し，購買者の時間支出を短縮し，商業労働者の労働を

軽減することになる。すべてこれらは，労働の効率性の水準を向上させ，商業

サービスの水準を増大させる。セルフサービスはそのひとつの方向である」（三

谷真「ゾ連邦における商品流通部門の労働の効率性の向上問題について」 75~

76ページ）。

(30) 三谷真，同上論文， 74ページ。



社会主義の消費財流通問題についての覚書 (321) 187 

(31) 

るという考え方がある。このような考え方があらわれる基盤として，社会主

義社会のなかに十分把握しきれない不確実で不透明な部分がいまなおのこっ

ているという発達段階およびその不確定性ないし不透明さを解明しようとす

る努力の不足という現状が存在しているようにおもわれる。なぜならば，市

場機構は無政府的な状況を想定してはじめて作動するものだからである。も

っとも，上述のような状況を前提するかぎり，このような考え方も一定の意

味をもつものとおもわれる。ただし， この考え方が実行にうつされた場合，

行列や滞貨への対応は迅速かつ柔軟になり， したがってそれらはたしかに少

なくなろうが， しかし需給を事後的にしか調整できないという市場機構の欠

陥が，なんらかのかたちで国民に不利益としてはねかえることになるのはさ

けられないし，また商業機構それ自体の問題点が軽視され，合理的な解決が

より困難なものとなるおそれがある点にも注意しなければならない。

ともあれ，市場機構の導入という方式は，それが部分的なものにとどまる
(32) 

にしろ，不確定で不透明な領域をもちこむものであるといってよい。したが

(31) 飯尾要，前掲書， 232~244ページ，三谷真「社会主義のもとでの市場問題と

商業の調整機能について」 110ページなどをみよ。

(32) 飯尾要氏は，計画経済という基本的枠組みを保持しつつ市場機構を導入する

ことによって，一般に社会主義的流通部面に不足している自決性あるいは自主

性が高められ，その結果商業機構に柔軟性があたえられることになるといわれ

ている（同上書， 244ページ）。たしかに，氏が主張されるように，市場機構の

導入によって自決性が高められ，商業機構の柔軟な対応力が向上するであろう

けれども，自決性を高めることはこの方式の導入によらずとも，社会主義的民

主主義の理念を徹底化することによっても可能なはずであり， しかもこの方向

が将来の発展において主流をなすものとおもわれる。とまれ，飯尾氏は，一般

論的に市場機構導入のメリットをのぺられたあとで，下記のようにそのデメリ

ットをも指摘されている。「市場導入はたしかに全流通システムに柔軟性をあ

たえるメリットをもつ。しかし自決条件というものは部分システムの多様かつ

不確実な反応を許すことにより全体システムの硬直性を防ぐわけである。これ

を社会的流通システムにおいて機能させることは．……・・・全体としての協業に

不確実性がもちこまれることにより柔軟性をもちうるのである。その意味で市

場導入は全体的流通の中に不安定性の自然発生性，相互整合の欠如をもちこむ
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って，私見によれば， この種の問題の克服のために，かくのような方式を部

分的かつ一時的にとらざるをえないにしても，将来的にはそれはすでにのベ

たような解決方策を十全に採用し，計画経済にもとづく意識的・計画的な流

通運営を格段に徹底することによって十分に解決しうるはずである。このこ

とについて， 長砂賓氏はすでにつぎのように的確にのべられている。「社会

主義的生産物の生産構造を社会的欲望の構造によりよく照応させる問題，具

体的には生産物実現の一定の『困難』をたえず克服していく問題は，市場メ

カニズムにますます全面的に依拠していくことによって解決されるべきでは

なく，市場メカニズムの補足的役割を重視しそれを十分に利用しながらも，

しだいにその役割を減退させ，生産の直接に社会的な性格をますます強め，

計画の科学的性格と効率をますます高めることによって解決されるべきであ

る。計画と市場の結合の発展方向は，両者の関係の固定化ではなく，また，

市場による計画の従属化でもなく，計画の主導的役割をたえず高めて，計画
(33) 

と市場の結合そのものを止揚していくものでなければならないのである」。

ことは否定できないのであり，そこに中央規制，中央計画との結合も必要とな

る。 しかし， 中央規制のフレームにより利用したとしても，市場導入がメリ

ットをもつ場合だけでなく，メリットがないか，またはデメリットの大きい場

合も考えねばならない。一般にいって市場導入はいわばデシジョンの“微調

整＂ともいえるものを重視するのにたいし，デシジョンの“大変わり（おおが

わり）"はむしろ充分な協議による計画によった方がよい。 これらを考えるな

らば，社会主義の計画経済的流通システムにおける市場導入の是非を一義的

に，また平板に一様なあり方で決定できると考えることの非合理性が明らかと

なる」（同上書， 244~245ページ）。

(33) 長砂寅『社会主義経済法則論』青木書店， 1969年11月， 283~284ページ。




